
令和７年３月18日現在

都道府県 派遣先 派遣先数 派遣者数

北海道
富良野市（デジタル）、美瑛町（デジタル）、中富良野町（デジタル、グリーン）
幌加内町（デジタル）、礼文町（デジタル）、上士幌町（グリーン）、本別町（デジタル）、
白糠町（デジタル、グリーン）、羅臼町（デジタル）

9 11

青森県 むつ市（経済産業省） 1 1

岩手県 花巻市（デジタル）、奥州市（デジタル） 2 2

宮城県 名取市（デジタル）、岩沼市（デジタル）、栗原市（デジタル）、山元町（各種、デジタル） 4 5

山形県 長井市（デジタル）、小国町（各種、デジタル） 2 3

福島県
南相馬市（各種３、グリーン）、会津美里町（デジタル）、石川町（各種）
双葉町（各種）、浪江町（経済産業省、農林水産省）

5 9

茨城県 古河市（各種）、常陸太田市（経済産業省）、大子町（経済産業省）、利根町（デジタル） 4 4

栃木県 那須塩原市（環境省）、那須町（デジタル） 2 2

群馬県
館林市（デジタル）、みどり市（デジタル）、上野村（各種）、甘楽町（デジタル）、
千代田町（各種）

5 5

埼玉県 埼玉県（デジタル５）、行田市（デジタル）、小鹿野町（各種） 3 7

千葉県 旭市（デジタル）、勝浦市（会計検査院）、君津市（グリーン）、栄町（デジタル） 4 4

神奈川県 真鶴町（デジタル） 1 1

新潟県
三条市（経済産業省）、加茂市（デジタル２）、村上市（総務省）、上越市（デジタル）、
阿賀野市（デジタル）、佐渡市（文部科学省、経済産業省、各種、デジタル２）

6 11

富山県 滑川市（デジタル） 1 1

長野県
上田市（デジタル）、伊那市（農林水産省）、中野市（デジタル２）、飯山市（デジタル）、
軽井沢町（デジタル）、売木村（大学）、天龍村（デジタル）、白馬村（デジタル）

8 9

岐阜県 飛騨市（グリーン） 1 1

静岡県
富士市（各種）、焼津市（デジタル２）、掛川市（デジタル）、袋井市（デジタル４）
松崎町（各種２、デジタル）

5 11

愛知県 豊田市（デジタル３）、小牧市（デジタル）、幸田町（グリーン） 3 5

三重県 鈴鹿市（デジタル）、志摩市（デジタル） 2 2

滋賀県 長浜市（デジタル２）、甲賀市（各種、グリーン）、愛荘町（デジタル） 3 5

京都府 京都市（デジタル２） 1 2

大阪府 茨木市（デジタル）、羽曳野市（各種）、交野市（デジタル）、河南町（デジタル） 4 4

兵庫県 姫路市（デジタル２）、豊岡市（総務省）、加西市（デジタル）、加東市（各種） 4 5

奈良県
天理市（デジタル）、宇陀市(デジタル)、三宅町（デジタル）、王子町（デジタル）、
川上村（総務省）

5 5

和歌山県 田辺市（デジタル２） 1 2

鳥取県
鳥取市（デジタル）、境港市（デジタル）、若桜町（総務省、デジタル）、
智頭町（デジタル）、八頭町（デジタル）

5 6

島根県 出雲市（国土交通省）、江津市（グリーン） 2 2

岡山県
津山市（経済産業省）、井原市（デジタル）、赤磐市（デジタル）、真庭市（グリーン）、
浅口市（農林水産省）、奈義町（各種）

6 6

広島県 安芸太田町（国土交通省）、北広島町（国土交通省） 2 2

山口県 長門市（デジタル） 1 1

香川県 丸亀市（グリーン）、三豊市（総務省） 2 2

高知県 四万十市（デジタル）、北川村（環境省）、黒潮町（デジタル） 3 3

福岡県 古賀市（デジタル）、川崎町（デジタル） 2 2

長崎県 西海市（デジタル） 1 1

熊本県
水俣市（財務省）、上天草市（総務省）、南小国町（各種２）、甲佐町（デジタル）、
球磨村（デジタル）、あさぎり町（総務省）

6 7

大分県 九重町（各種） 1 1

鹿児島県 さつま町（デジタル）、和泊町（デジタル） 2 2

注１：派遣先名の後の（　）内は、派遣元の省庁や大学研究者・各種専門人材・グリーン専門人材・デジタル専門人材の別を表し、

　　　数値は派遣者数を示す。

　　　民間専門人材の内訳は、各種専門人材18自治体22名、グリーン専門人材11自治体11名、デジタル専門人材76自治体93名。

注２：協議継続中のものがあるため、今後追加派遣等の可能性がある。

地方創生人材支援制度　令和６年度派遣先一覧

合計
37都道府県 119自治体 152名派遣

（うち国家公務員23自治体25名、大学研究者1自治体1名、民間専門人材96自治体126名）
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